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第一号議案 2025 年度の活動報告並びに活動計算書承認の件 

１． 事業概況報告 

＜当初全体方針＞ 

ロシアによるウクライナへの侵攻などの影響もあり、エネルギー・資源の価格が大きく高騰する中で、脱

炭素に向けた取り組みが温暖化対策としても、エネルギーの安全保障としても重要となっています。 

これまで薪などの木質バイオマス利用や、脱炭素に向けた計画づくりのノウハウを生かして、民間企業

や自治体の支援を中心に進めていきます。また、堆肥などの有機肥料の普及に向けて、農水省の事業や

木灰の活用など、肥料高騰対策や資源循環の観点から、排出事業者と農家をつなぐ仕組みづくりも進め

ていきます。 

 

（１） 2025 年度の総括 

 薪販売事業については、過去最高の売上を達成し、収支の改善を図ることができました。 

 野草の売上や木質ペレットの売上は横ばい傾向にあります。 

 農水省の「ペレット堆肥の広域流通促進モデル実証」の中で、豚糞のペレット堆肥化の実証事業に取

り組み、3 年間の委託事業について目標を達成し完了することができました。 

 バイオ液肥の普及に取り組み、散布機器の開発・改良や栽培試験等を実施しました。 

 

（２） 事務局概況報告 

常勤職員のフルタイム職員が５名、常勤のパート・アルバイト・非常勤職員が 5 名の計 10 名体制となっ

ています。長年働いてもらっていた職員がケガや年齢的なこともあり、引退の意向があります。2025 年

度は、薪製造配達を担当していた職員の持病の悪化で長期離脱することとなり、薪の製造・配達体制が

非常に厳しい状態となりました。ハローワーク等でも募集しましたが、タイミー（隙間バイトアプリ）でアルバ

イト募集したところ、若手の職員が入社し、3 月にはボランティアで関わっていた方が職員となったため、

長年人手不足で苦労していた薪生産の体制が充実してきています。その一方で、労災防止のための人材

育成や設備投資、売上拡大も継続していく必要があります。 
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（３） 2025 年度の事業概要 

① 特定非営利活動に係る事業（2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日) 

② その他の事業(2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日) 

定款の 
事業名 

事 業 内 容 
実施 
日時 

実施 
場所 

従事
者の
人数 

受益対象 
者の範囲 
及び人数 

支出額 
（千円) 

広報・啓
発事業 

(1)インターネットを活用した情報提供・
相談窓口の開設 

随時 全国 2 不特定多数 5 

(2)シンポジウム・セミナー・イベント・展
示会の企画・開催・運営 

1 回 熊本 4 不特定多数 - 

(3)パンフレットや会報・各種資料の作
成・配布 

通年 阿蘇市 2 不特定多数 4 

(4)見学会・研修会・ツアーの企画・運
営 

随時 九州内 4 35 人 - 

(5)他の団体・企業・行政が主催するバ
イオマス関連事業のサポート 

1 回 福岡県 １ 20 人 - 

バイオマ
ス利用地
域モデル
推進事業 

(1)脱炭素化支援事業・コンサルティン
グ事業 

通年 九州内 2 不特定多数 7,682 

(2)九州薪・木質ペレット活用協議会 通年 九州内 2 不特定多数 277 

(3)野草資源小委員会事務局運営 年 2 回 阿蘇市 1 17 - 

(4)ペレット堆肥・技術開発実証 通年 九州 8 不特定多数 22,524 

(5)草原再生オペレーター組合の事務
委託 

通年 阿蘇市 2 100 1,938 

バイオマ
ス関連製
品普及・
販売事業 

①ﾊﾞｲｵﾏｽ利用に関する書籍･資料･ｿﾌﾄ
ｳｴｱｰ･ﾃﾞｰﾀ等の販売 

－ － － － - 

②ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞやﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品な
どのﾊﾞｲｵﾏｽ関連製品の販売 

 － － － - 

③薪･ﾍﾟﾚｯﾄ･草などのﾊﾞｲｵﾏｽの生産･
販売･流通事業 

随時 九州内 3 500 23,614 

④バイオマス活用設備・機器の販売 随時 全国 2 
不特定 
多数 

- 

① その他の上記の事業に付随する事
業 

－ － － － - 

環境教育 
(1)バイオマスをテーマにした出前講
座・環境教育の実施 

通年 阿蘇郡 2 3５人 4 

専門家派
遣事業 

(1)各種イベント・セミナー等への講師
の派遣・コーディネート 

通年 九州内 1 不特定多数 23 

定款の 
事業名 

事 業 内 容 
実施 
日時 

実施 
場所 

従事
者の
人数 

受益対象 
者の範囲 
及び人数 

支出額 
(千円) 

その他の
事業 

①農産物、畜産物、水産物、酒類、飲食物
の販売 

－ 阿蘇市 － － 0 

③ 飲食店、小売店の経営 － 阿蘇市 － － 0 

③会議室、オフィススペースのレンタル、事
務代行サービス 

－ 阿蘇市 － － 0 

④ その他の上記の事業に付随する事業 － 九州内 1 
不特定 
多数 

0 
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（４） 事業報告 

① 活動日誌 

資料１をご覧ください。 

 

② 広報啓発事業 

(ア) 会報・インターネットによる情報発信 

ニュースレターに関しては、KBF の薪づくりだよりを発行しました（資料 3）。また、フェイスブッ

クやホームページ等で薪活イベント告知などの情報発信を行いました。 

 

(イ) 視察・見学・研修生の受け入れ 

薪生産の現場や乾燥システムについて、2 件の視察受入がありました。 

 

(ウ) セミナー・展示会・視察ツアーの開催 

九州薪・木質ペレット活用協議会でセミナーを開催しました。詳細は、KFWA の項目で後述しま

す。 

 

(エ) 新聞記事・メディア掲載実績 

特にありませんでした。 

  

③ バイオマス利用地域モデル推進事業 

(ア) 脱炭素化支援業務・コンサルティング業務 

A) 自治体案件 

阿蘇市役所と下水汚泥の堆肥化・ペレット化プロジェクトについて、中坊事務局長が協議会委

員就任を予定している。ＫＢＦとして具体的にどのようにかかわるかは決まっていない。 

 

B) 民間企業のコンサルティング 

木質バイオマスボイラーや下水処理施設のメタン発酵による発電事業に関しての相談業務を受

けました。また、後述のようにバイオ液肥活用のコンサルティングも行いました。 

 

C) バイオ液肥の普及コンサルティング 

熊本県内では、2023 年 11 月に熊本空港周辺エリアが脱炭素先行地域として選定されまし

た。そのプロジェクトの一環として(株)西原商店がバイオガス事業を進めています。残渣として

発生する消化液のバイオ液肥利用について、農水省の補助金を活用して、益城町にて液肥の散

布実証試験を進めました。 

また福岡市も 2024 年に脱炭素先行地域に選定されています。同年 2024 年から福岡市内

で稼働を始めたバイオガスプラントについても、2025 年から液肥利用に向けてコンサルティン

グを行っています。 

 

(イ) ペレット堆肥活用促進のための技術開発・実証（牛糞・豚糞） 

2023 年から 3 年間の継続事業として豚糞ペレット広域流通事業について、コンソーシアム代表者

として採択を受け実施しました。ＫＢＦの役割としては、プロジェクトの統括とペレット堆肥の乾燥を担

当しました。長崎県の大西海ファームに設置したペレット堆肥乾燥用の薪ボイラーは順調に稼働してお

り、事業目標を達成して完了することができました。今後の検査業務が少し残っている状況です。 
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(ウ) 九州薪・木質ペレット活用協議会（KFWA） 

A) セミナー開催 

ＫＦＷＡの総会に合わせて、以下のセミナーを実施しました。オンラインで開催した動画を、会員向け

に限定公開しました。 

【日時】2025 年 8 月 9 日（土） 13：35～14：35（オンラインセミナー） 

【場所】五福公民館 第 3AB 会議室 

 （熊本県熊本市中央区細工町 2 丁目 25 五福まちづくり交流センター内） 

  講演「薪・ペレットストーブは 2025 年新基準でどう評価される？」 

 東北芸術工科大学 建築・環境デザイン学科 教授 三浦 秀一 氏 

B) 林業体験イベント開催 

KFWAでは、例年実施している森づくり活動「暖談の会」を開催してきましたが、2025年度は補助

金制度の変更等の影響により、当該イベントの開催を見送ることとしました。 

その代替として、薪づくりに特化した新たな取組として「薪活イベント」を実施しました。本イベントは、

これまで暖談の会に参加経験のある方を対象とし、講師による指導は行わず、参加者が主体となって

薪づくりを行う形式で開催しました。また、安全面への配慮として保険への加入に加え、作業に伴うリ

スクについては事前に周知し、同意を得た上で実施しました。 

当日はスタッフ・講師を含め22名が参加し、参加者それぞれが自身のペースで薪づくりに取り組む

など、従来とは異なる形での交流と実践の場となりました。 

今後については、暖談の会の再開も含め、それぞれの事業の特性を踏まえながら、より安全で効果

的な運営方法を検討してまいります。 

 

表 1 薪活イベント開催概要 

日程 参加者数 会場 内容 

11 月 8 日 22 名 阿蘇市 
1. 安全指導 

2. 各自で薪割り・分配・積込 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

玉切作業 

参加者の紹介・安全指導 

油圧薪割機を使用した薪割 

丸ノコでの樽材の裁断 
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(エ) 草本系バイオマスの活用（草原再生オペレーター組合事務局業務） 

KBF が設立当初から取り組んできた阿蘇地域の草本系バイオマスの活用については、2005～

2009 年度に NEDO のエネルギー化実験事業を実施して以降は、堆肥・飼料用などのマテリアル

利用を中心に進めています。 

図１の野草売上の推移では、2021 年度から売上は緩やかな増加傾向にありますが、採草面積は

年度によってばらつきがあります。近年の円安や物価高騰により、国内の畜産農家・酪農家の粗飼料

の需要が高まり、未利用の草地が減少しつつあります。一方で、農家の高齢化も進んでいることか

ら、草原再生オペレーター組合の今後の役割への期待が高まってきています。 

 

 

図 1 草原再生 OP 組合（2022 年度に法人化）の野草の年度別売上の推移 

※KBF の収入ではありません 

 

 図 2 阿蘇の草原の採草面積の推移(ha)  
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④ 出前講座および専門家派遣事業 

(ア) 専門家派遣事業 

北九州市立大学、国立阿蘇青少年交流の家に講師・専門家として派遣しました。 

 

(イ) 出前講座(環境教育) 

2024 年度は、人員体制の不足により、環境省・草原学習館の主導のもとに機材の貸し出しと

いう形で、体験型草原環境学習事業に協力いたしました。 

 

草原のススキが入った和紙づくり 

  実施月 対象 

1 12 月 12 日 阿蘇小学校 4、5、6 年生（はがき） 

 

⑤ バイオマス関連赤貧普及・販売事業 

(ア) バイオマス利用に関する書籍・資料・ソフトウェアー・データ等の販売。 

今年度の売上はありませんでした。 

 

(イ) ペレットストーブやバイオマスプラスチック製品などのバイオマス関連製品の販売。 

A) トイレットペーパーの販売 

阿蘇市内の観光施設を中心に、トイレットペーパーを販売しました。売上は約 8 万円でした。 

B) 野草紙製品の販売 

環境教育を支援する物品販売事業として位置づけ、名刺・ハガキ・賞状などの野草紙製品の製

造販売を行いました。未加工の野草紙販売が増え、売上は約 59 万円でした。 

 

(ウ) 薪・チップ・ペレット・草などのバイオマス関連製品の生産・販売・流通事業。 

A) 灰の販売 

木灰を特殊肥料として販売を行っており、2025 年度の売上は約 3.7 万円でした。 

B) 木質ペレットの販売 

2024 年度に回復が見られたものの、2025 年度は約 147 万円と前年度比で減少しました。 

当年度は商品構成の見直しを進めたことが影響していると考えられます。 

新商品については、今後の販売拡大に努めてまいります。図 3 をご覧ください。 

 

 

図 3 木質ペレット売上推移  
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C) 薪の生産・販売 

過去 5 年間は毎年継続的に薪の販売価格の値上げを行っています。2025 年度の薪販売価格は、

約 5～9％の値上げを実施しました。くぬぎの森さんの紹介により、佐賀県のホテルよりサウナ用の薪

の発注がありました。結果的には、過去最高の売上（約 2240 万円）を記録しました。 

原木調達は、順調に調達できており、原木置き場に置ききれないほどの原木が集まったことから、10

月に受け入れを停止しました。 

2024 年度は過去最高の売上を記録しましたが、2025 年度はさらに増加し、約 2,242 万円と過

去最高を更新しました。 

前年度に引き続き、外部事業者からの卸供給を活用しながら安定的な供給体制の構築を進めたこと

に加え、薪需要の高まりが売上増加につながったものと考えられます。 

また、2026 年度に入り人員体制の強化を行っており、今後さらなる生産体制の充実が見込まれま

す。今後も需要動向を踏まえつつ、安定供給と収益改善に努めてまいります。 

 

D)  

E) 図 4 薪の販売売上の推移 

 

(エ) バイオマス活用設備・機器の販売。 

202５年度は、乾燥システムについて引き合いがあり、打ち合わせや準備等を実施しましたが、発

注には至りませんでした。 

 

(オ) 農産物、畜産物、水産物、酒類、飲食物の販売。 

2025 年度は、事業を実施しませんでした。 

 

(カ) 飲食店、小売店の経営。 

2025 年度は、事業を実施しませんでした。 

 

(キ) 貸会議室、オフィススペースのレンタル、事務代行サービス。 

2025 年度は、事業を実施しませんでした。 

 

(ク) その他上記の事業に付随する事業。 

2025 年度は、事業を実施しませんでした。  
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（５） 2025 度決算報告 

(ア) 活動計算書 

薪販売売上や委託事業収入が増加したため、約 200 万円の黒字となりました。依然、債務超過の状

態が続いている状況となっています。 

 

特定非営利活動およびその他の事業 

2025 年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日まで 

 

Ⅰ 経常収益

１ 受取会費　

KBF会費収入 384,000 384,000

KFWA会費収入　 396,000 396,000

２ 受取寄附金 32,014 32,014

３ 受取助成金等

補助金収入 467,000 467,000

４ 事業収益

本部 90,565 90,565
➀広報啓発事業収益 22,000 22,000
②バイオマス利用地域モデル推進事業収益 33,413,963 33,413,963
③野草紙販売 596,764 596,764
④灰販売 4,070 4,070
⑤薪販売 22,428,446 22,428,446
⑥木質ペレット販売 1,468,699 1,468,699
⑦機器販売 0 0
⑧トイレットペーパー販売 83,901 83,901
⑨環境教育 12,155 12,155
⑩専門家派遣 69,600 69,600
その他の収益事業

５ その他収益

受取利息 12,506 12,506

雑収入 26,514 26,514

経常収益計 59,508,197 0 59,508,197

Ⅱ 経常費用

１ 事業費

（１）人件費

給料手当 18,626,620 18,626,620

役員報酬 2,784,000 2,784,000

賞与 694,949 694,949

法定福利費 2,755,984 2,755,984

人件費計 24,861,553 0 24,861,553

（２）その他経費

売上原価 19,637,005 19,637,005

謝金 20,000 20,000

福利厚生費 337,450 337,450

通信運搬費 627,283 627,283

光熱水費 234,362 234,362

旅費交通費 1,495,479 1,495,479

渉　外　費 220,525 220,525

会  議  費 30,311 30,311

科目 特定非営利活動
に係る事業

合計

金　額　（単位：円）

その他の事業
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消耗品費 520,402 520,402

図書資料費 63,158 63,158

印刷製本費 4,542 4,542

賃　借　料 1,041,127 1,041,127

業務委託費 735,980 735,980

車　両　費 432,232 432,232

車両燃料費 1,188,213 1,188,213

保  険  料 309,009 309,009

租税  公課 2,702,961 2,702,961

諸  会  費 170,028 170,028

支払手数料 330,983 330,983

減価償却費 764,868 764,868

支払 利息 403,853 403,853

雑損失 788,721 788,721

法人税等 71,981 71,981

その他経費計 32,130,473 0 32,130,473

事業費計 56,992,026 0 56,992,026

２ 管理費

（１）人件費

給料手当 53,695 53,695

役員報酬 0 0

賞与 3,838 3,838

法定福利費 25,328 25,328

人件費計 82,861 0 82,861

（２）その他経費

売上原価 30,800 30,800

福利厚生費 3,532 3,532

通信運搬費 5,276 5,276

光熱水費 2,262 2,262

旅費交通費 2,635 2,635

渉　外　費 1,554 1,554

会  議  費 27 27

消耗品費 6,514 6,514

図書資料費 612 612

印刷製本費 8 8

賃　借　料 2,741 2,741

業務委託費 7,472 7,472

車　両　費 4,520 4,520

車両燃料費 2,042 2,042

保  険  料 3,847 3,847

租税  公課 34,769 34,769

諸  会  費 2,122 2,122

支払手数料 1,562 1,562

減価償却費 9,838 9,838

支払 利息 5,194 5,194

雑損失 17 17

法人税等 925 925

その他経費計 128,269 0 128,269

管理費計 211,130 0 211,130

経常費用計 57,203,156 0 57,203,156

当期経常増減額 2,305,041 0 2,305,041
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活動計算書の注記 

１） 重要な会計方針 

 計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010 年 7 月 20 日 2011 年 11 月 20 日一部改正 Ｎ

ＰＯ法人会計基準協議会）によっています。 

① 収益及び費用の計上基準 

収益・・・実現主義 

費用・・・発生主義 

② 固定資産の減価償却の方法 

建物の減価償却は定額法、車両運搬具、機械装置、器具備品は定率法によっています。 

③ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

④ 借入金の増減内訳 

 

 

２） 固定資産の増減内訳 

 

Ⅲ 経常外収益

１ 過年度損益修正益 0

経常外収益計 0 0 0

Ⅳ 経常外費用

１ 過年度損益修正損 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期正味財産増減額 2,305,041 2,305,041

前期繰越正味財産額 -13,677,289 -13,677,289 

次期繰越正味財産額 -11,372,248 0 -11,372,248 

科目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

疑似私募債 20,300,000 0 0 20,300,000

科　目 期首取得額 取得 減少 期末取得額 減価償却累計額 期末帳簿価額

建　物 0 0 0
機械装置 4,378,630 3,255,386 88,640 3,166,746

車両運搬具 5,022,700 770,000 4,515,462 235,076 4,280,386
器具及び備品 15,458,405 10,316,033 346,237 9,969,796

合計 24,859,735 770,000 0 18,086,881 669,953 17,416,928
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３） 事業費の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広報啓発事業

バイオマス利用地

域モデル推進事

業

バイオマス関連製

品普及・販売事業
環境教育 専門家派遣

（1） 人件費

給料手当 2,113 12,746,923 5,869,129 1,268 7,187 0 18,626,620
役員報酬 0 2,784,000 0 0 0 0 2,784,000
賞与 151 190,554 503,641 90 513 0 694,949
法定福利費 997 1,257,247 1,493,752 598 3,390 0 2,755,984
人件費計 3,261 16,978,724 7,866,522 1,956 11,090 0 24,861,553

（2） その他経費

売上原価 0 8,818,287 10,818,718 0 0 0 19,637,005
謝金 0 20,000 0 0 0 0 20,000
福利厚生費 139 228,384 108,372 83 472 0 337,450
通信運搬費 207 263,030 363,216 124 706 0 627,283
光熱水費 89 112,303 121,615 53 302 0 234,362
旅費交通費 103 1,081,923 413,039 62 352 0 1,495,479
渉　外　費 61 162,428 57,792 36 208 0 220,525
会  議  費 3,001 26,556 751 0 3 0 30,311
消耗品費 256 323,371 195,750 153 872 0 520,402
図書資料費 24 45,959 17,080 14 81 0 63,158
印刷製本費 0 4,016 525 0 1 0 4,542
賃　借　料 107 136,082 904,508 64 366 0 1,041,127
業務委託費 294 480,900 253,610 176 1,000 0 735,980
車　両　費 177 224,389 206,955 106 605 0 432,232
車両燃料費 80 134,715 1,053,097 48 273 0 1,188,213
保  険  料 151 200,899 107,355 90 514 0 309,009
租税  公課 1,368 1,725,868 970,250 821 4,654 0 2,702,961
諸  会  費 83 110,376 59,235 50 284 0 170,028
支払手数料 44 68,990 261,772 26 151 0 330,983
減価償却費 387 488,378 274,554 232 1,317 0 764,868
支払 利息 204 257,869 144,963 122 695 0 403,853
雑損失 0 745,870 42,849 0 2 0 788,721
法人税等 36 45,966 25,835 21 123 0 71,981
その他経費計 6,811 15,706,559 16,401,841 2,281 12,981 0 32,130,473

合　計 10,072 32,685,283 24,268,363 4,237 24,071 0 56,992,026

合　　計科目

特定非営利活動に係る事業

その他の事業
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(イ) 貸借対照表（法人全体：特定非営利活動およびその他の事業) 

2026 年 3 月 31 日 現在 

（単位：円） 

 

 

  

科　　目 金　額 科　　目 金　額

 【流動資産】  【流動負債】

  （現金・預金）   未  払  金 3,655,256 
   現      金 90,082   前  受  金 3,047,705 
   小口  現金 10,716   預  り  金 489,001 
   普通  預金 741,471   未払法人税等 71,000 
    現金・預金 計 842,269    流動負債  計 7,262,962 
  （売上債権）  【固定負債】
   売  掛  金 1,177,894   擬似私募債 20,300,000 
   未  収  金 3,950,477   長期借入金 10,405,000 
    売上債権 計 5,128,371    固定負債  計 30,705,000 
  （棚卸資産） 負債の部合計 37,967,962 
   棚卸  資産 2,222,699 正　味　財　産　の　部
    棚卸資産  計 2,222,699  【正味財産】
  （その他流動資産）   前期繰越正味財産 △ 13,677,289 
　 立　替　金 37,710   当期正味財産増減額 2,305,041 
   前払  費用 72,166    正味財産  計 △ 11,372,248 
   仮  払  金 342,133 正味財産の部合計 △ 11,372,248 
   （その他流動資産） 合計 452,009 
     流動資産合計 8,645,348 
 【固定資産】
  （有形固定資産）
   車両運搬具 4,280,386 
   機械及び装置 3,166,746 
   什器  備品 9,969,796 
　 一括償却資産 209,508 
    有形固定資産  計 17,626,436 
  （投資その他の資産）
   敷      金 316,000 
   リサイクル預託金 7,930 
    投資その他の資産  計 323,930 
     固定資産合計 17,950,366 

資産の部合計 26,595,714 負債・正味財産の部合計 26,595,714 

資　産　の　部 負　債　の　部
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(ウ) 財産目録（法人全体：特定非営利活動およびその他の事業) 

2025 年 3 月 31 日 現在 

（単位：円） 

 

  

  【流動資産】
    （現金・預金）
      現      金 90,082 
      小口  現金 10,716 
      普通  預金 741,471 
        現金・預金 計 842,269 
    （売上債権）
      売  掛  金 1,177,894 
      未  収  金 3,950,477 
        売上債権 計 5,128,371 
    （棚卸資産）
      棚卸  資産 2,222,699 
        棚卸資産  計 2,222,699 
    （その他流動資産）
　　　立　替　金 37,710 
      前払  費用 72,166 
      仮  払  金 342,133 
      （その他流動資産） 合計 452,009 
          流動資産合計 8,645,348 
  【固定資産】
    （有形固定資産）
      車両運搬具 4,280,386 
      機械及び装置 3,166,746 
      什器  備品 9,969,796 
　　　一括償却資産 209,508 
        有形固定資産  計 17,626,436 
    （投資その他の資産）
      敷      金 316,000 
      リサイクル預託金 7,930 
        投資その他の資産  計 323,930 
          固定資産合計 17,950,366 
            資産の部  合計 26,595,714 

  【流動負債】
    未  払  金 3,655,256 
    前  受  金 3,047,705 
    預  り  金 489,001 
    未払法人税等 71,000 
      流動負債  計 7,262,962 
  【固定負債】
    擬似私募債 20,300,000 
    長期借入金 10,405,000 
      固定負債  計 30,705,000 
        負債の部  合計 37,967,962 

        正味財産 △ 11,372,248 

《資産の部》

《負債の部》
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（６） 監査報告 

2026 年 6 月 15 日に宮本孝志監事より監査を受けましたので、ご報告いたします。 
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第二号議案 2026 年度事業計画及び活動予算案決定の件 

（１） 2026 年度の活動方針 

＜全体方針＞ 

2026 年の年始から産油国であるベネズエラの大統領を米国が拘束するなど、波乱の年明けとなりま

した。その後、米国がイランを空爆し、ホルムズ海峡が封鎖されるなど、中東に石油の９０％以上を依存す

る日本にとっては、オイルショックと呼べるほどの経済的な影響が生じています。ロシアによるウクライナへ

の侵攻以降、エネルギー・資源の安全保障と、脱炭素に向けた取り組みとしても、国産のバイオマス利用

が重要となっています。 

これまでＫＢＦで製造販売を行ってきた薪は、2025 年度に大きく伸びていることもあり、助成金など活

用して増産体制を整える方針です。またこれまで同様に、脱炭素に向けた仕組みづくりや循環型社会の形

成に向けて、バイオ液肥や有機肥料の普及と木質バイオマス利用・木灰の活用なども進めていきます。 

 

＜個別事業方針＞ 

① 広報啓発事業 

新聞やテレビなどのメディアやホームページを通じて、バイオマスや脱炭素社会の実現に向けた情報

発信を行っていきます。 

② 地域モデル推進事業 

阿蘇地域を中心に九州内にあるバイオマスや再エネの最大限の活用を進めるためのローカルシンク

タンク・ＤＯタンクとして、脱炭素・循環型社会の実現にむけて調査や仕組みづくり・事業の具体化を

進めます。 

③ バイオマス関連製品普及・販売事業 

薪については、需要が伸びていることから、生産設備の拡大や安全対策強化を検討していきます。 

④ 環境教育 

出前講座については、関係団体と協力しながら環境教育を実施していきます。 

⑤ 専門家派遣事業 

専門家派遣事業については、自治体や企業へのコンサルタント事業を通じて、バイオマスや再エネの

利活用の仕組みづくりを進めていきます。 

⑥ その他の事業 

今年度は予定ありません。 

 

（２） 2026 年度事業概要 

① 特定非営利活動に係る事業（2026 年 4 月 1 日～2027 年 3 月 31 日） 

定款の 
事業名 

事 業 内 容 
実施 
日時 

実施 
場所 

従事
者の
人数 

受益対象 
者の範囲 
及び人数 

支出額 
（千円) 

広報・啓
発事業 

(1)ニュースレターの発行 随時 阿蘇市 1 50 人 62 

(2)インターネットによる情報発信 随時 － 1 不特定多数 45 

(3)視察・見学の受け入れ 随時 阿蘇市 1 50 人 35 

(4)セミナー・シンポジウム開催  1 回 九州内 1 不特定多数 - 

バイオマ
ス利用地

(1)地域脱炭素化支援事業・コンサルテ
ィング事業 

通年 九州内 2 不特定多数 14,100 
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② その他の事業(2026 年 4 月 1 日～2027 年 3 月 31 日) 

 

（３） 広報啓発事業 

① 会報・インターネットによる情報発信 

ホームページや SNS・動画配信を活用して、KBF の活動やバイオマスに関する情報を発信していき

ます。 

 

② 視察・見学・研修生の受け入れ 

薪や草原の野草利用などの利用の現場について視察受け入れを行い、バイオマス利用の実践を学ぶ

場を提供します。 

 

③ セミナー・シンポジウムの開催 

  ＫＦＷＡでバイオマスセミナーの開催を実施予定です。また、次年度のバイオマス現地視察研修会の

開催に向けて準備を進めます。 

 

（４） バイオマス利用地域モデル推進事業 

① 地域脱炭素化支援・コンサルティング業務 

熊本県や福岡県内の脱炭素先行地域を中心に、持続可能な循環型システムの構築に向けてコンサ

ルティングや事業化に向けての支援を行います。また従来通り、民間事業者向けとして、バイオマスの

利活用や排熱利用、農林業との連携なども進めていきます。具体的には、昨年同様にバイオ液肥散布

実証試験や、普及に向けてのコンサルティングに継続事業として取り組んでいきます。 

 

域モデル
推進事業 

(2)九州薪・木質ペレット活用協議会 通年 九州内 2 不特定多数 3,466 

(3)野草資源小委員会事務局運営 
年 4
回 

阿蘇市 1 17 5 

バイオマ
ス関連製
品普及・
販売事業 

(1)薪・木質ペレット・木灰の販売 通年 九州内 2 200 人 26,605 

環境教育 (1)野草紙等、体験型環境学習の実施 通年 
阿蘇郡

市 
2 200 人 13 

専門家派
遣事業 

(1)各種イベント・セミナー等への講師・
専門家の派遣・コーディネート 

通年 全国 1 不特定多数 100 

定款の 
事業名 

事 業 内 容 
実施 
日時 

実施 
場所 

従事
者の
人数 

受益対象 
者の範囲 
及び人数 

支出額 
(千円) 

その他の
事業 

①農産物、畜産物、水産物、酒類、飲
食物の販売 

未定 阿蘇市 － － ― 

②飲食店、小売店の経営 未定 阿蘇市 － － ― 

③会議室、オフィススペースのレンタ
ル、事務代行サービス 

未定 阿蘇市 － － ― 

④その他の上記の事業に付随する事
業 

随時 九州内 1 
不特定 
多数 

― 
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② 九州薪・木質ペレット活用協議会（KFWA） 

KFWA では、これまでと同様に下記の項目について実施していきます。 

 会員向けの薪や木質バイオマスに関するセミナーの開催。 

 暖談の会などの薪ストーブユーザー向けの間伐体験・薪づくりワークショップの開催。 

 地域の学校と連携した森林環境教育の実施。 

 林野庁地域内エコシステム技術開発事業で開発した薪の乾燥技術について、普及利用・応用展開

を進めていきます。 

 

③ 草本系バイオマスの活用（草原再生オペレーター組合事務局業務） 

KBF が設立当初から取り組んできた阿蘇地域の草本系バイオマスの活用を担う草原再生オペレー

ター組合の事務局業務を行います。また、今後の阿蘇市における持続的な草原保全に向けて、阿蘇市

と連携しながら仕組みづくりを進めていきます。その一環として、グリーンインフラとしての草原の持つ

水源涵養機能や炭素固定機能などの環境価値を可視化し、環境価値をクレジット化することで、保全

につなげる仕組みづくりを進めていきます。 

 

（５） バイオマス関連製品普及・販売事業 

① バイオマス利用に関する書籍・資料・ソフトウェアー・データ等の販売。 

バイオマスに関連する書籍をインターネットなどでの販売を継続します。 

② ペレットストーブやバイオマスプラスチック製品などのバイオマス関連製品の販売。 

これまで継続してきたトイレットペーパーの販売を行うほか、木質バイオマスボイラーの燃焼灰を商品

化して販売できる体制を整えていきます。 

③ 薪・チップ・ペレット・草などのバイオマス関連製品の生産・販売・流通事業。 

薪の製造販売売上が大きく伸びている一方で、現場では労災事故も発生しています。生産拡大と安

全対策の両立を図るための施策を検討しています。具体的には、助成金等を活用して設備の拡充を検

討していきます。 

他の販売事業に関しては、様々な物価が高騰してきていることから、事業の継続性を高めるためにも、

価格転嫁を測り、ユーザーの方にも理解を求めていく予定です。 

④ バイオマス活用設備・機器の販売。 

ラジエーター式の熱交換器や薪の乾燥システムの製造販売を行います。今年度は、設計支援等で受

託を見込んでいます。 

 

（６） 環境教育 

草原環境学習などの環境教育については、阿蘇市内で公的施設として草原学習館が整備されており、

当団体独自の体制をとって実施することが難しくなってきています。一方で、ＫＦＷＡの事業として今年度

は地元の中学校・高校と森林環境学習を実施する予定です。 

 

（７） 専門家派遣事業 

自治体や他団体からの要請に応じて、セミナーやシンポジウムに講師を派遣するほか、企業などの要請

に応じて専門家を派遣します。 

 

（８） その他の事業 

① 農産物、畜産物、水産物、酒類、飲食物の販売。 

② 飲食店、小売店の経営。 

③ 貸会議室、オフィススペースのレンタル、事務代行サービス。 

④ その他上記の事業に付随する事業。 

  上記の 4 つの事業は、今年度の実施予定はありません。  
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2026 年度 活動予算書 

2026 年 4 月 1 日から 2027 年 3 月 31 日まで 

 

Ⅰ 経常収益

１ 受取会費　

KBF会費収入 384,000 384,000

KFWA会費収入　 396,000 396,000

２ 受取寄附金 632,014 632,014

３ 受取助成金等

補助金収入 12,350,000 12,350,000

４ 事業収益
➀広報啓発事業収益 142,000 142,000
②バイオマス利用地域モデル推進事業収益 16,450,000 16,450,000
③野草紙販売 300,000 300,000
④灰販売 5,000 5,000
⑤薪販売 25,000,000 25,000,000
⑥木質ペレット販売 1,600,000 1,600,000
⑦機器販売 1,000,000 1,000,000
⑧トイレットペーパー販売 85,000 85,000
⑨環境教育 13,000 13,000
⑩専門家派遣 100,000 100,000

５ その他収益

受取利息 12,000 12,000

雑収入 8,000 8,000

経常収益計 58,477,014 0 58,477,014

Ⅱ 経常費用

１ 事業費

（１）人件費

給料手当 22,664,000 22,664,000

役員報酬 2,784,000 2,784,000

法定福利費 2,907,951 2,907,951

人件費計 28,355,951 0 28,355,951

（２）その他経費

売上原価 16,791,458 16,791,458

謝金 100,000 100,000

福利厚生費 313,577 313,577

研修費 150,000 150,000

通信運搬費 665,923 665,923

光熱水費 257,910 257,910

旅費交通費 705,010 705,010

渉外費 201,206 201,206

会議費 21,189 21,189

消耗品費 580,375 580,375

図書資料費 67,549 67,549

印刷製本費 12,097 12,097

修繕費 30,000 30,000

賃借料 1,041,831 1,041,831

業務委託費 1,803,889 1,803,889

車両費 455,772 455,772

車両燃料費 1,195,196 1,195,196

保険料 387,744 387,744

租税公課 2,635,595 2,635,595

諸会費 113,307 113,307

慶弔費 10,000 10,000

支払手数料 367,027 367,027

科目

金　額　（単位：円）

特定非営利活動
に係る事業

その他の事業 合計
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減価償却費 770,959 770,959

雑費 0 0

雑損失 0

支払利息 427,465 427,465

法人税等 77,675 77,675

その他経費計 29,182,754 0 29,182,754

事業費計 57,538,705 0 57,538,705

２ 管理費

（１）人件費

給料手当 200,000 200,000

役員報酬 0 0

法定福利費 31,510 31,510

人件費計 231,510 0 231,510

（２）その他経費

福利厚生費 4,394 4,394

研修費 0 0

通信運搬費 6,564 6,564

光熱水費 2,814 2,814

旅費交通費 3,279 3,279

渉外費 1,933 1,933

会議費 33 33

消耗品費 8,104 8,104

図書資料費 761 761

印刷製本費 10 10

修繕費 0 0

賃借料 3,410 3,410

業務委託費 9,295 9,295

車両費 5,623 5,623

車両燃料費 2,540 2,540

保険料 4,786 4,786

租税公課 23,151 23,151

諸会費 2,640 2,640

慶弔費 10,000 10,000

支払手数料 1,409 1,409

減価償却費 12,240 12,240

雑費 6,462 6,462

雑損失 0 0

支払利息 0 0

法人税等 1,151 1,151

その他経費計 110,599 0 110,599

管理費計 342,109 0 342,109

経常費用計 57,880,814 0 57,880,814

当期経常増減額 596,200 0 596,200

Ⅲ 経常外収益

１ 過年度損益修正益 0 0

経常外収益計 0 0 0

Ⅳ 経常外費用

１ 過年度損益修正損 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期正味財産増減額 596,200 0 596,200

前期繰越正味財産額 -11,372,248 0 -11,372,248 

次期繰越正味財産額 -10,776,048 0 -10,776,048 
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第三号議案 役員選出の件 

（１） 役員選出について 

第 21 期通常総会で選出された役員が、2 年間の任期満了となります。現役員の再任として、以下の

通り、5 人の理事候補と１人の監事候補を事務局から提案します。定款第１３条１項に定められた役員の

数は、理事５名以上１５名以内、監事 1 名以上２名以内です。 

 

（２） 役員候補 

＜理事＞ 

（再任）薬師堂 謙一 元(独)九州沖縄農業研究センター 専門員 

（再任）西原 茂雄  (株)西原商店 社長 

（再任）松村 孝明  (株)くぬぎの森 代表取締役 

  （再任）永利 智子  株式会社アトレア・コンサルティング 代表取締役 

（再任）中坊 真   ＮＰＯ法人九州バイオマスフォーラム 事務局長 

＜監事＞  

（再任）宮本 孝志  南阿蘇ルナ天文台 台長 

 

第四号議案 その他（意見交換） 

出席者の皆様からのご意見をお願いします。 


